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第 1 章は『序論』である。上記のとおり、従来、OF ケーブルは部分放電が発
生しづらいと考えられていたことから、油量・油圧監視に加え、「油中ガス分析」
によるトレンド管理が推奨されてきた。しかしながら、九州電力㈱管内におい
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ーブルと OF ケーブルに大別される。図 1-1 にＣＶケーブルとＯＦケーブルの構
造を示す。ＣV ケーブルが架橋ポリエチレンを絶縁体としているのに対し、OF
ケーブルの絶縁体は、油浸紙と絶縁油の複合絶縁体であり、油加圧の密閉下で













































 しかし、九州で平成 21 年から平成 23 年に立て続けに 3 件の超高圧ＯＦケー
ブル線路の絶縁破壊事故が発生し、九州産業保安監督部から「220kV 地中送電
線路ＯＦケーブルの点検について」指示が出された。各事故の概要を表 1-1 に示
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表 1-1 近年（過去 10 か年：平成 21～30 年）に九州で発生した 
地中送電線路 OF ケーブル絶縁破壊事故の概要〔8〕～[10]  
発生日 電圧 場所 事故原因 
平成 21 年 














平成 23 年 
7 月 16 日 
220kV 同上 初期不良 
（上記復旧ケーブルの製造不良） 
平成 23 年 









- 5 - 
1.2 事前検討 
1.2.1 解決すべき課題の抽出 
本研究に着手するにあたり、まず PD 測定による OF ケーブルの劣化診断技術
確立に向けて解決すべき主な課題の抽出を行った。主な課題の抽出結果を表 1-2
に示す。表 1-2 に示すとおり、研究着手時は解決すべき課題が山積しているが、
大別すると、「OF ケーブルの PD 特性・劣化メカニズムの解明」、「PD 測定結果
に基づく劣化状況判定基準の確立」、「PD 測定手法の確立」の 3 つの課題解決が
重要であると考えられる。本研究ではこれらの課題のうち、第 2 章、第 3 章に
て OF ケーブルを模擬した各種試料を用いて「OF ケーブルの PD 特性・劣化メ
カニズムの解明」に向け実験的検討を実施し、第 4 章にて「ＰＤ測定手法の確
立」に向け、実線路にて実施した PD パルス伝搬特性試験や PD 測定の超高圧Ｏ
Ｆケーブル人孔内作業時の劣化兆候把握と作業員安全確保への適用について述
べ、第 5 章にてこれらの研究成果を総括する。
表 1-2 PD 測定による OF ケーブル劣化診断技術の実用化に 
向けて解決すべき主な課題 
課題 詳細課題 














































Insulation stand made of FRP
Insulation oil
Insulation papers with defect
(125µm/sheet×3sheets)
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1.2.3 試験方法検討 
前述のとおり、OF ケーブルの PD 様相と劣化状況との関係等が明らかになっ




界（PDIEF：Partial Discharge Inception Electric Field）による欠陥仕様の評
価」を行った。
次に、欠陥仕様の評価結果を踏まえ、設計電界下での PD 特性や PD 発生から






































出用の高周波 CT(プロディン社製、I-125-1 HF 周波数帯域:120kHz～600MHz)、
デジタルオシロスコープ（テクトロニクス社製、DPO4104B、1GHz、5GS/s）
で構成されている。










本研究では、PD 特性の把握に適した欠陥仕様は以下の 3 条件を満足するもの
とし、表 1-4 に示す絶縁厚、欠陥（穴）の大きさ、深さ、位置の異なる複数のシ
ート試料を用いて PDIEF による欠陥仕様の評価を実施した。なお、PDIEF は PD
















































厚 み で 除 し て
PDIEF 算出
③電荷量校正











1 0.625 1 枚目 φ1mm 0.125 
2 0.625 1 枚目 φ10mm 0.125 
3 1.000 1 枚目 φ10mm 0.125 
4 1.000 1 ～3 枚目 φ10mm 0.375 
5 1.000 4 枚目 φ10mm 0.125 
6 1.000 8 枚目 φ10mm 0.125 
7 1.000 1 ～3 枚目 φ5mm 0.375 
8 1.000 1～4 枚目 φ10mm 0.500 
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1.2.5 欠陥仕様評価結果 
図 1-4 に示した手順で各試料の PDIEF を算出し、欠陥条件の違いによる PDIEF
への影響を評価した。PDIEF 測定結果を表 1-5 に示す。
まず、油隙の大きさ（面積）のみが異なる構造の試料 1、試料 2 及び試料 4、
試料 7 を用いて油隙の大きさ（面積）が PDIEF へ与える影響を評価した。試料
1 と試料 2 及び試料 4 と試料 7 の PDIEF の平均値を比較すると、試料 1 と 2 で




異なる構造の試料 3、4、8、9 の測定結果を評価した。図 1-5 に試料全体の厚み
に対する油隙の深さの割合と PDIEF との関係を示す。試料 3 と試料 4、8、9 を
比較すると、油隙の深さの占める割合が大きい試料 4、8、9 の PDIEF が 8～
9kV/mm 低いことから、絶縁厚に対する油隙の深さの占める割合の違いが絶縁性
能に与える影響は大きいといえる。一方、3 枚以上穴有絶縁紙が重なっている試
料 4、7、8、9 については、PDIEF がほぼ同程度となっている。また、試料 8 及
び試料 9 においては、PD 発生とほぼ同時に絶縁破壊に至った試料（該当する試
料の割合は試料 8 が 50%、試料 9 が 100%）が確認されたことから、これらの欠
陥仕様については、PD 基礎特性の把握には適さない過剰な欠陥仕様であると判
断した。
























- 12 - 
表 1-5 試料別部分放電開始電界（PDIEF）測定結果 
また、欠陥の位置のみが異なる試料 3、5、6 を用いて油隙の位置の違いが絶
縁性能に与える影響を評価した。試料 3 と試料 6 の PDIEF の平均値はほぼ同じ






















位置※ 直径 深さ[mm] 
1 0.625 1 枚目 φ1mm 0.125 3 27 43 欠陥エッジ
2 0.625 1 枚目 φ10mm 0.125 2 23 37 〃
3 1.000 1 枚目 φ10mm 0.125 3 36 36 〃
4 1.000 1 ～3 枚目 φ10mm 0.375 4 27 27 〃
5 1.000 4 枚目 φ10mm 0.125 2 48 以上 48 以上
1 試料は欠陥エッジ
1 試料は PD なし
6 1.000 8 枚目 φ10mm 0.125 3 38 38 欠陥エッジ
7 1.000 1 ～3 枚目 φ5mm 0.375 3 26 26 〃
8 1.000 1～4 枚目 φ10mm 0.500 2 28 28 〃
9 1.000 1～5 枚目 φ10mm 0.625 2 27 27 〃
計 24 ―
※高電圧電極側を基準とした




める割合とPDIEF との関係を用いて評価した。表 1-5 に示した 24試料のうち、
高電圧側電極直下に油隙を設けた 19 試料（試料 1～4,7～9）のデータより算出
したφ24mm 円形電極間の円柱体積に占める油隙の体積の割合と PDIEF の関
係を図 1-6 に示す。図 1-6 のプロットは同一試料の平均値を示しており、バラつ
きをエラーバー(上限：最大値、下限：最小値)で示している。図 1-5 と同じく、
全体に占める油隙の体積の割合（図 1-5 では深さの割合）が増えるにつれて、
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1.2.6 部分放電特性把握に適した欠陥仕様の選定結果 






②絶縁厚に対する油隙の深さの割合が 50%以上（全 8 枚の試料の場合は欠陥
有絶縁紙が 4 枚以上連続となる試料）となると、PD 発生とほぼ同時に絶縁
破壊に至る場合があるため、絶縁厚に対する油隙の深さの割合は 50%未満
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第２章 
設計電界下でのＯＦケーブル部分放電特性 




2.1 275kV 級設計電界連続印加試験 
2.1.1 試験方法 
前章の PD 特性把握に適した欠陥仕様検討結果を踏まえ、図 2-1 に示した絶縁
厚 1mm（125μm/枚の油浸絶縁紙 8 枚）の試料①（表 1-4 の試料 7 と同構造）
と試料②（表 1-4 の試料 4 と同構造）を用いて、図 2 の試験回路で 275kV 級設
計電界連続印加試験を実施した。275kV 級設計電界(13kV/mm) [13]を印加した
だけでは、PD が発生しなかったことから、275kV 級設計電界下においても PD
が発生する末期の劣化状態を模擬するため、図 2-2 に示すとおり、50Hz 交流過
電圧により連続放電を発生させた後、275kV 級の設計電界となるよう、13kV を
連続課電し設計電界下での PD 進展推移を観測した。
- 16 - 
(a) 試料①                  （b）試料②
図 2-1 275kV 級設計電界連続印加試験に用いたシート試料 
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2.1.2 遮断条件別 13kV突印後の部分放電発生状況 
遮断条件となる電荷量を超過する PD 信号を検出し保護リレーが動作した際
の印加電圧(前駆遮断電圧と定義)及び 13kV 突印後の PD 発生状況を表 2-1 に示
す。両試料とも遮断条件を「100pC、 500pC、1,000pC 以上の PD の発生」とし
た場合には、遮断後に 13kV を突印しても PD が観測できなかったが、遮断条件
を「3,000pC 以上の PD の発生」とし、遮断後に 13kV を突印させたところ、連
続放電が確認できたことから、引き続き 13kV の連続課電を行い、絶縁破壊に至
るまでの PD 進展推移を 1 分周期で自動観測した。なお、本研究では、「半ｻｲｸﾙ
に１回以上の PD の発生」を「連続放電」、「半ｻｲｸﾙに１回未満の PD の発生」を
「間欠放電」と定義した。
2.1.3 最大電荷量及び発生頻度の推移 




後から 2,000～3,000pC 程度の連続放電が両極性合わせて 1 サイクルあたり約 14
～22 回の高頻度で継続し、破壊直前に最大電荷量、発生頻度ともに急増してい
ることが分かる。極性別に見てみると、図 2-3(b)(c)左図より、発生頻度は負極性
の PD の方が全体的に 1 サイクル当たり 2 回程度多いものの、最大電荷量や発生
頻度の推移に極性の違いによる大きな差異は見られない。これは、油隙部で発
生した PD がボイド放電[14]であるためだと考えられる。
表 2-1 遮断条件別 13kV 突印直後の PD 発生状況 





① 26kV 35kV 37kV 31kV 
















図 2-3 275kV 級設計電界下での部分放電基礎特性の推移（試料①） 
この期間は課電のみ
(データなし)






2,000pC 程度の安定した PDが継続 
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また、破壊直前の推移に注目（図 2-3(a)～(c)の右図）してみると、絶縁破壊
直前までは、正・負両極性ともに 2,000pC 程度の最大電荷量の放電が両極性合
わせて 1 サイクルあたり 16 回程度で推移していたが、絶縁破壊の約 4 時間前に
あたる約 372 時間（約 15.5 日）より、最大電荷量・発生頻度ともに徐々に増加
していることが分かる。さらに、絶縁破壊の直前（約 11 分前）には最大電荷量・
発生頻度ともに急増し、数万 pC オーダー（最大約 73,000pC）の放電が約 11
分間継続した後に絶縁破壊に至った。
 次に、試料②の 275kV級設計電界下でのPD基礎特性の推移を図 2-4に示す。
試料②は試料①と比べて油隙の体積が 4 倍の試料である。図 2-4(a)のとおり、








始～22 日頃）と区間 3（36 日～68 日頃）においては、1,000～4,000pC 程度の連
続放電が両極性合わせて 1 サイクルあたり 15～28 回程度の高頻度で発生・継続
している。また、区間 2（22～36 日頃）と区間 4（68 日以降）においては、最
大電荷量が除々に増加していく傾向（区間 2：最大 5,500pC 程度、区間 4：最大
8,000pC 程度）が確認できた。いずれも増加傾向が見られた後、再び区間 1,3 と
同程度の放電様相に落ち着いており、区間 2,4 で観測された最大電荷量の増加傾
向が何らかの状態変化を示唆している可能性がある。
また、図 2-4(b)(c)より、各極性の発生頻度を見てみると、負極性の PD の方が
全体的にやや多いものの、試料①同様、両極性とも最大電荷量と発生頻度は同
様の推移を示していることも分かる。
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考えられる。このような末期の劣化状況を再現した絶縁厚 1mm の試料の 275kV
級設計電界連続印加試験においても、1,000～8,000pC 程度の PD が高頻度（両極








次に各時間断面での PD 印加電圧位相特性（φ-q パターン）について評価す
る。図 2-5 に試料①の 275kV 級設計電界連続印加開始直後，中期（8 日後），絶
縁破壊直前（絶縁破壊直前 1 分以内）の各時間断面でのφ-q パターンを、図 2-6
に試料②の 275kV 級設計電界連続印加開始直後、最大放電電荷量観測時（81
日後）、課電停止直前の各時間断面でのφ-q パターンをそれぞれ示す。ここで、
φ-q パターンは時間軸で測定した PD 電荷量のデータを、印加電圧の位相に換
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ものと考えられる。さらに、絶縁破壊直前（図 2-5 (d)）においては、(b)(c)と同
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図 2-5 各時間断面の位相特性（試料①） 
(c) 中期（8 日後）（a の B 断面）
(a) PD 特性推移
(d)絶縁破壊直前（1 分以内）（a の C 断面）




2,000pC 程度の安定した PD が継続
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図 2-6 各時間断面の位相特性（試料②） 
A B 
C
(a) PD 特性推移 (b) 印加開始直後（a の A 断面）
(c) 最大放電電荷量観測時
（81 日後:a の B 断面）
(d)課電停止直前(数秒前) 
（a の C 断面）
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275kV 級設計電界連続印加試験終了後、試料①,②の解体調査を実施した。各
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①1（&4）枚目 ②2（&4）枚目 ③3（&4）枚目











④4 枚目絶縁紙 ⑤4 枚目絶縁紙
（投光時）
⑥5 枚目絶縁紙
⑦6 枚目絶縁紙 ⑧7 枚目絶縁紙 ⑨8 枚目絶縁紙
図 2-7 275kV 級設計電界連続印加試験終了後の解体調査結果 
(a) 試料① (b) 試料②




数作製し、図 2-2 に示す手順と同様の手順で 275kV 級設計電界連続印加試験を
行い、任意の印加時間で課電停止後、解体調査を実施した。なお、前駆遮断条
件は前述 2-1-2 の試験結果を踏まえ、いずれの試料も「3,000pC 以上の PD の発
生」とした。また、解体調査を実施した試料は、約 376 時間（約 16 日）連続放
電が継続して絶縁破壊に至った試料③（前述の試料①）に加え、印加時間が、
それぞれ 1 時間(試料④)、24 時間（1 日、試料⑤）、 96 時間（4 日、試料⑥）、
192 時間（8 日、試料⑦）の 4 試料と絶縁破壊直前の様相を把握するために、
30,000pC 以上の PD が発生した時点（628 時間、約 26 日）で印加電圧を遮断
した試料⑧の計 6 試料とした。
2.2.2 調査結果 







～2,300pC 程度であり大差はなく、図 2-8 に示すとおり、最大電荷量、発生頻
度ともに、図 2-3 に示した試料①の試験結果と同傾向の推移が見られる。各試
料の油隙直下の絶縁紙（4 枚目）を見てみると、設計電界印加時間が 1 時間の試
料④には炭化痕が見られないが、24 時間(1 日)の試料⑤には油隙と同形状の薄い
炭化痕が見られた。また、96 時間(4 日)の試料⑥、試料 192 時間(8 日)の試料⑦、
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表 2-2 部分放電劣化後の各絶縁紙の観察結果と１秒毎の PD 観測結果
課電時間 [時間](日) 1 24(1) 96(4) 192(8) 376(15.7) 628(26.2) 
試料 ④ ⑤ ⑥ ⑦ ③ ⑧
油隙欠陥のサイズ φ5mm×3 枚（深さ 0.375mm）





2.3×103 1.4×103 1.2×103 1.7×103 2.0×103 1.5×103
放電電荷量積算値
Qtotal(=2w/Vs) [C]  
2.1×10-3 3.6×10-2 1.0×10-1 3.0×10-1 8.6×10-1 9.6×10-1
*写真サイズ : 16 mm×20 mm，別途撮影した拡大写真
** PD 発生直後と絶縁破壊直前を除外して算出
図 2-8 解体調査で使用した各試料の部分放電最大電荷量と発生頻度の推移




































































































































































































Voltage application was stopped 
by the protective relay.
Voltage application was stopped 
by the protective relay.
(a) 試料⑤(24 時間) (b) 試料⑦(8 日間) (c) 試料⑧
(絶縁破壊直前：約 26 日間) 








するまでこの状態が継続するため、図 2-3 ならびに図 2-4 に示されるように PD
電荷量や発生頻度にばらつきはあるものの長時間安定的に推移したものと考え





気相が油隙全体に充満し、図 2-9 の Step 3 に示すように PD 発生頻度が増加し、
複数のPDが同時に発生する確率も高くなるためPD電荷量自体も増加するよう
になる。その後、図 2-9 の Step 4 のように気相が油隙を充満する。このため、
Step 3 から Step 4 に至る時間は Step 2 の継続時間に比べて大幅に短いと考え
られる。図 2-3 において絶縁破壊直前に PD 電荷量ならびに発生頻度が増加した
時点で Step 2 から Step 3 に移行したものと推察され、その後約 4 時間で絶縁破
壊に至っており、PD 特性が安定的に推移した時間（15.5 日）に比べてはるかに
短い。なお、油隙内部の油のガス吸収量は油隙の体積に依存するため、Step 1
から Step 4 に至る時間は油隙の体積に依存すると考えられる。このため、試料
①（油隙直径 5mm）では約 16 日で PD 電荷量や発生頻度が急増したのに対し、




推定できる（図 2-9 の Step 5 参照）。










ここで、Q(t)は時刻 t での放電電荷量、Vs(t)は時刻 t での PD 開始電圧である。
ただし、Vs(t)は測定できないため、ここでは一定値 Vsであると仮定した。この










































図 2-9  解体調査結果を踏まえ推定した部分放電劣化メカニズムの概要






























































製、I-125-1 HF、周波数帯域:120 kHz～600 MHz）、分圧器、デジタルオシロス
コープ（テクトロニクス社製、1 GHz、5GS/s）から構成されている。実験試料
に交流電圧を印加した後に雷インパルス電圧を重畳させ、接地線に設置した高
周波 CT の信号をデジタルオシロスコープで観測した。 
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3.1.2 試料 
図 3-2 に実験試料の概要を示す。試料として、中央に直径 5mm の穴を有する
真空含浸した油浸絶縁紙 3枚と健全油浸絶縁紙 5枚（共に厚さ 125μm/枚）を積
層し平行平板電極間に挿入したものを用いた。なお、半導電層を模擬するため
高電圧側の電極直下にのみカーボン紙を 1 枚挿入している。実験試料作製等の
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【試料の事前劣化手順】 
① 1kV/分で交流電圧をステップ昇圧 
② 3,000pC 以上の PD が発生したところで、リレーにより交流電圧を一旦遮断
[19] 
③ 設計電界相当の電圧（ここでは 13kV）を印加し、所定の時間（1 時間 or 12
時間）連続放電を継続 






下でも PD が発生しなくなるまでの時間が約 1.5 時間であることを確認した
うえで待機時間を 2 時間に設定
表 3-1 事前劣化直後の油隙内絶縁油の状態とインパルス電圧重畳時の AC 電圧 
3.1.4 試験結果
(1)   油隙部の気泡の残存無しの場合（試料 A、B） 











－ 無し 13 kV 
B 事前劣化有 １時間 無し 13 kV 
C 事前劣化有 １時間 残存 9 kV(PDEV) 
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交流電圧下（13kV）で雷インパルス電圧を繰返し 200 回重畳させたものの PD は
発生しなかった。 




時間が 12 時間の試料 D については、試料 C と比べて PDEV が低下し、雷インパ
ルス電圧の繰返し重畳の結果、図 3-3 に示すとおり、7回目で間欠放電が発生し、
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(a) 試験概要              (b)７回目重畳後 
(c) 280 回重畳後            (d) 1,488 回目 
図 3-3 試料 D の商用周波 AC 電圧へのインパルス電圧重畳後の PD 特性 
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Continuous PD
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ロディン社製、I-125-1 HF、周波数帯域:120 kHz～600 MHz）、分圧器、デジタ
ルオシロスコープ（テクトロニクス社製、1 GHz、5GS/s）に、CCD カメラ（撮影
間隔：約 0.2 秒）、データ取得用 PC で構成されている。試料の作成手順は前章






なお、透明電極は、PD によって ITO 膜が数時間～十数時間程度で消滅してしま
うため、絶縁破壊に至るまでの推移を全て観察することはできない。また，ITO
膜の厚みは 100nm 程度と非常に薄く、後述するとおり事前劣化後気泡が消滅し
た試料では PD が発生しなかった結果等を踏まえると、ITO 膜の消滅に伴い発生
し得る突起等が PD を促進させるような悪影響は与えていないと判断できる。
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図 3-4 試験装置概要図
図 3-5 試料の概要 
3.2.2 試験手順
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前後に取得した画像に気泡が発生したか否かを目視にて判断した。油圧条件は
大気圧とした。 








期値を設定し、数十秒に 1 回の間隔で数十回～数百回重畳した後、数 kV～10kV
程度ずつ昇圧することを繰り返した。試料 E と試料 F では、気泡の発生が確認
されたものの、同程度の開閉インパルス電圧を重畳したところで絶縁破壊に至
った。また、その他の試料では気泡の発生は確認できず絶縁破壊に至った。そ
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表 3-2 油隙内の絶縁油が新油の場合の各試料の構成と試験結果
試料 E F G H 
絶縁構成 
油圧[MPaG] 0 
交流電圧 [kV] 6.5 8.1 
全絶縁厚 0.5mm 0.625mm 
健全油浸紙枚数 3 枚 2 枚 1 枚 3 枚 
穴あき油浸紙枚数 1 枚 2 枚 3 枚 2 枚 
油隙欠陥※1枚数 ― 2 枚 3 枚 2 枚 
油隙の厚さ※ ― 0.25mm 0.375mm 0.25mm 
気泡の発生状況 ○ ○ × × 
気泡発生電界 [kV/mm] 110 72 - - 
絶縁破壊電界 [kV/mm] 114 76 47 96 
試料 I J K L 
絶縁構成 
油圧[MPaG] 0 
交流電圧 [kV] 9.8 13 
絶縁厚 0.75mm(6 枚) 1mm(8 枚) 
健全油浸紙枚数 3 枚 2 枚 4 枚 3 枚 
穴あき油浸紙枚数 3 枚 4 枚 4 枚 5 枚 
油隙欠陥※1枚数 3 枚 4 枚 3 枚 5 枚 
油隙の厚さ※1 0.375mm 0.5mm 0.375mm 0.625mm 
気泡の発生状況 × - × × 
気泡発生電界 [kV/mm] - - - - 
絶縁破壊電界 [kV/mm] 76 100 80↑※2 80↑ 
※1油隙欠陥とは，穴あき油浸紙が 2枚以上重なっている部分と定義（以下省略）
※2↑は試料が絶縁破壊しなかったことを意味し，数値は印加した最大の電界を記載 
























事前に PD を 1 時間発生させた試料に開閉インパルス電圧を重畳して PD 進展へ
の影響を評価した。図 3-8 に実験手順の概要を示す。まず、AC 電圧を試料に印
加し、あらかじめ遮断条件として設定した電荷量以上の PD が発生するまで印加
電圧をステップ昇圧し、遮断条件超過の PD 検出で印加電圧を一旦遮断した後、
設計電界相当の電圧を突印し、PD を 1 時間発生させ、これにより絶縁油のガス
吸収能力を低下させた。その後、各電圧階級の設計電界（66kV 級:8～9kV/mm、 
150kV 級：9～11kV/mm、275kV 級：11～13kV/mm）相当の交流電圧を印加した。








40~48 kV/mm 2.2~2.6 300 回 × 
53~61 kV/mm 2.9~3.3 300 回 × 
60~68 kV/mm 3.3~3.7 300 回 × 
67~75 kV/mm 3.6~4.1 300 回 × 
73~81 kV/mm 4.0~4.4 9回目で絶縁破壊 × 






















第 2 章の図 2-2 参照
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表 3-4 油隙内の絶縁油を劣化させた場合の各試料の構成と試験結果
試料 M N O P Q R 
絶縁構成  
油圧[MPaG] 0 0.1 
交流電圧[kV] 7.6 8 9 11 13 13 
電圧波高値の 
平均値 [kV] 
54 50 51 57 58 57 
重畳回数 200 300 300 29 8 50 
試験結果 △ △ △ ○ ○ × 
×：気泡なし＆PD なし △：間欠放電発生 ○：連続放電発生 
表 3-4 に各試料の試験条件及び試験結果を示す。試料 M、Nは、PD 消滅電圧で
ある AC 電圧 8kV 程度に開閉インパルス電圧を重畳した場合である。 
図 3-9に試料 Mの 1回目の重畳前と200回目の重畳後の油隙欠陥内の様相と1







は、AC 電圧 9kV に開閉インパルス電圧を重畳した試料である。図 3-10 に試料 O
の 1回目の重畳前と 300 回目の重畳後の油隙欠陥内の様相と 1回目と 296 回目
の PD 発生様相を示す。試料 Mに比べて 1回目の重畳前の気泡が小さいのは、PD
消滅電圧以上の 9kV を印加した際に PD が発生しないようにするために、気泡を
小さくするための待機時間を設けたためである。1回目の重畳前より 300 回目の
重畳後の方が、 気泡が大きく、重畳を繰り返すことで気泡が成長したことが確
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1 回目重畳前 200 回目重畳後 
(a)油隙欠陥内部の状態観察結果 
1 回目重畳後 200 回目重畳後 
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Noise associated with superimposing 
switching impulse voltage










-2000   









































Noise associated with superimposing 
switching impulse voltage
(b) 重畳後の PD 発生状況
図 3-9 試料 M の試験結果 
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1 回目重畳前 300 回目重畳後 
(a) 油隙欠陥内部の状態観察結果 
1 回目重畳後 296 回目重畳後 
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Noise associated with superimposing 
switching impulse voltage
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Noise associated with superimposing 
switching impulse voltage
(b)重畳後の PD 発生状況
図 3-10 試料 Oの試験結果 
試料 Pは、AC 電圧 11kV に開閉インパルス電圧を重畳した場合である。図 3-11
に試料 Pの 1、8、19、29 回目の油隙欠陥内の様相と PD 様相を示す。1回目の重
畳では、PD は発生していないが、その後、重畳を繰り返すことで気泡が成長し、
8回目や 19 回目に示すような間欠放電が発生し、29 回目では連続放電が観測さ
れた。 
 試料 Qは、AC 電圧 13kV に開閉インパルス電圧を重畳した試料である。図 3-12
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Noise associated with superimposing 
switching impulse voltage
1 回目重畳前 ８回目重畳後 
19 回目重畳前 29 回目重畳後 
(a) 油隙欠陥内部の状態観察結果 
１回目重畳後 ８回目重畳後 
19 回目重畳後 29 回目重畳後 
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Noise associated with superimposing 
switching impulse voltage
(b)重畳後の PD 発生状況
図 3-11 試料 Pの試験結果 
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Noise associated with superimposing 
switching impulse voltage



















































Noise associated with superimposing 
switching impulse voltage









Noise associated with superimposing 
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 1 回目重畳前 5 回目重畳前 
7 回目重畳前 8 回目重畳前 
(a) 油隙欠陥内部の状態観察結果 
1 回目重畳後 5 回目重畳後 




































































7 回目重畳後 8 回目重畳後 



































図 3-12 試料 Qの試験結果 


































   










































   








































Noise associated with superimposing 
switching impulse voltage
   









































Noise associated with superimposing 
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Noise associated with superimposing 
switching impulse voltage
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試料 Rは、油圧の影響を評価するため、0.1MPaG（1 気圧）下で試料 17 と同様
AC 電圧 13kV に開閉インパルス電圧を重畳した試料である。図 3-13 に 1 回目重
畳前と 50 回目重畳後の油隙欠陥内様相を示す。重畳前から気泡は残存しておら
ず、重畳後も油隙内に気泡の発生などの変化は見られず、PD も発生しなかった。 
1 回目重畳前 50 回目重畳後 








試料 M～Rに追加実施した同一構造の 12試料を含む全 18試料の開閉インパルス
電圧重畳回数と PD 様相及び交流電界の関係を示す。各試料の事前劣化時間は前
述のとおり 1時間と同一であるが、開閉インパルス電圧重畳時の AC 電界が低い
場合は、気泡が残存していても連続放電には進展せず、AC 電界が大きくなるに
つれて、連続放電に進展しやすいことが分かる。また、試料 P と試料 Q を比べ
た場合のように、AC 電界が高くなるほど、少ない重畳回数で連続放電に進展す
る傾向がある。また、AC 電界が高い場合でも、気泡が消滅した場合や 0.1MPaG
の油圧下（気泡なし）で試験を実施したケース（試料 Q）では PD が発生しなか
ったことから、AC 電界だけでなく、油隙内の気泡の残存状況も PD 進展推移に影
響を及ぼす重要な要素であるといえる。 
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図 3-14 開閉インパルス電圧重畳回数と AC 電界及び PD 発生状況の関係 
本章の結果と 2章の結果を踏まえ推定した OF ケーブルの PD 劣化メカニズム
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過電圧では、気泡も PD も発生せず絶縁性能低下への影響は低い。 
(2) 事前に 1 時間 PD を発生させた試料では、試料の PD 消滅電圧以上である
11kV 及び 13kV の交流電圧に開閉インパルス電圧を重畳したところ、間欠放
電を経て連続放電に至ることが確認された。 








し、PD が発生しないケースがあったことや油圧が 0.1MpaG（1 気圧）条件下
の試料では、気泡が消滅し、PD も発生しなかったことから、気泡 
の残存も PD 進展推移に影響を及ぼす重要な要素であることが分かった。 
（6）本研究成果とこれまでの研究成果を踏まえ、OF ケーブル劣化メカニズムを
推定した。 









4.1.1 九州における 220kVOF ケーブル線路人孔への入孔制限の経緯 
１章に記載したとおり、九州で平成 21 年から平成 23 年に立て続けに 3 件の












から 1 日に 1 回線ずつしか停止できないことが多く、従来は、活線状態で複数
回線同日にできていた採油作業が、各回線の停止可能日に合わせて入孔する必
要があることから、入孔に伴う保安対策費（道路や歩道などを規制する際の安
全対策）などが 2 重、3 重に必要となり、高額な保全費用を要しており、入孔作
業中の作業員の安全確保と業務効率化の両立が急務であった。
4.1.2 OF ケーブル部分放電特性を踏まえた実用化策の検討 
220kVOF ケーブル線路の入孔作業における作業員の安全確保と業務効率化を
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両立させる実用化策の検討着手当時は、2 章で述べた末期と初期の PD 特性が明
らかになっていた。ここで、表 4-1 に本取組み着手当時までに明らかになって
いた PD 特性を整理した。 
表 4-1 本取組み着手時までに明らかになっていた主な PD 特性 
項目 内容 









表 4-1 に示した当時の最新の PD 特性を踏まえ、入孔作業時の作業員の安全を確
保するためには、以下の３つの条件を満たすことが必要と考え、当時変圧器等








4.1.3 簡易型 PD 検出器の概要 
 図 4-1 に検証に用いた簡易型 PD 検出器の概要を示す。センサ部と表示部に分
かれており、表示部は PD の検出量に応じて 10 段階の LED が点灯する。コンパ
クトで軽量なため、現場への運搬も容易であり、入孔前の安全確認に適してい
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ル 7,レベル 10 の４段階）
寸法 W80mm×D120mm×H40mm 
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図 4-3 地上からの入孔前安全確認の有効性検証 
より各種 PD を発生させた場合の信号が、事前に測定したベースノイズ測定結果
（インジケータ 3 点灯+1 点滅）と比較して、明らかに大きくなった場合を適用
可能と判断した。 





























 次に、非接触状態における測定可能範囲を決定するため、図 4-4 に示すとお
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図 4-5 測定可能範囲検証試験結果 
（３）追加機能の検証 




















  これらの結果を踏まえ、図 4-6 のとおり 220kVOF ケーブル線路の入孔作業
時の PD 測定を実用化した。図 4-6 に示すような入孔可否判断フローを整備
〔24〕するとともに、検証によって判明した警報の音量アップや AC 電源の









































接触（0m） 10 点灯 〇 
距離に応じた減衰特性を確認 
（0m:10 点灯、0.5m:6 点灯、1.0m:5 点灯、
1.5m:4 点灯、2.0～6.0m:3 点灯） 
離隔：1.0m 5 点灯 〇 
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(a)220kVOF ケーブル線路人孔への活線状態での入孔可否判断フロー
(b)入孔作業直前の PD 測定の概要
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4.2 OF ケーブル部分放電測定による劣化診断の実用化に向けた取組み 
4.2.1 OF ケーブル PD 特性を踏まえた劣化診断手法の確立 













図 4-7 PD 測定方法の概要 
終端部の接地線に高周波ＣＴを設置し測定
亘長 3.5km 未満：片端測定 亘長 3.5km 以上：両端測定
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（２）測定機材
 海外での測定実績が多く、操作性・識別性が高い｢波形記録型 PD 測定器（SE 
Technology 社製）」を採用している。図 4-8 に本測定器の測定画面を示す。本測
定器は、同社の専用ソフトウェアを用いてパソコン上で波形の確認・記録及び
解析が容易にできる。また、ポールアンテナを用いて外部ノイズも測定（図 4-8
内 CH4）するなど、ノイズと PD 信号の判別を簡素化している。 











CH1(白相) CH2(青相) CH3(赤相) CH4(ｱﾝﾃﾅ) 
印加電圧位相特性 










ケーブル 終端 亘長 架・地






















ては、絶縁接続箱（IJ）で測定した。図 4-10 にパルス投入箇所となる EB-A の
写真を示す。











定周波数 0.4MHz で約 5km、測定周波数 1～5MHz で約 2km となった。よって，
0.4MHz を採用し、線路両端の部分放電測定を実施することで、亘長約 10km の
線路全体を検証することが可能と考えられる。
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表 4-4 HK 線測定時の単位長当たりの信号の減衰率
表 4-5  本試験で得られた減衰率を用いた測定周波数帯域別測定可能距離
（５）稼働設備での測定実績
220kV OF ケーブルの中間接続箱を解体再接続した際、課電時に部分放電信




電は 40 分程度継続し消滅したが、この現象は、残存した微小気泡内で PD が発











































0.4 -5.02～-4.34 2,000 100 5.5 注入電圧
500 V 1～5 -12.59～-12.41 2,000 100 2.1 
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図 4-11 PD 信号を観測した OF 線路の概要図







定した OF ケーブル部分放電劣化メカニズムを踏まえ、OF ケーブルの部分放電測
定の実用化に向けた取組みとして、「入孔条件の緩和と作業員の安全確保」、「部
分放電パルス伝搬特性を踏まえた測定可能範囲の推定」結果等を記述した。 
























A ss 1.96 4,167※
-4.45 約 12,000 
修繕部を発生
部と想定B ss 5.01 1,000 













第 1 章は『序論』である。上記のとおり、従来、OF ケーブルは部分放電が発
生しづらいと考えられていたことから、油量・油圧監視に加え、「油中ガス分析」
によるトレンド管理が推奨されてきた。しかしながら、九州電力㈱管内におい
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